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１ 検討の背景 

（１）検討の位置づけ 

急速な少子高齢化や、小平市でもこれから到来する人口減少社会は、市の行財政にも大

きな影響を及ぼす。依然として厳しい市政運営を余儀なくされている中、平成２３年３月

には、「小平市第２次行財政再構築プラン」が策定された。 

このプランにおいては、「執行体制の再構築」の「公共施設のマネジメント」の実施項目

として、「公民館のあり方の検討」が掲げられている。当該プログラムについては、平成 

２３年度から平成２５年度までの３ヵ年で検討を行い、平成２６年度から２７年度にあり

方の見直しを実施していくものである。 

これまでの取組みとしては、平成２３年度から平成２４年度にかけて、これから求めら

れる施設の役割・管理運営方法を検討し、平成２５年度において、公民館運営審議会との

意見交換を実施してきた1。 

 

【第２次行財政再構築プランにおける計画内容】 

実施目的 公民館の利用形態や利用状況を分析し、学習施設としての機能向上を図る。 

実施内容 ① 施設に求められる役割、機能及びサービス内容を研究して、公民館の管

理運営方法について検討する。 

② 利用状況を分析し、公民館運営審議会の意見をうかがいながら、公民館

のあるべき利用形態について検討する。 

見込まれる

効果と指標 

学習施設としての機能及び市民サービスの向上 

年度計画 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

 

 

 

また、平成２５年２月に策定された「小平市教育振興基本計画」においては、重点プロ

ジェクトの一つとして、「公民館のあり方の検討」が挙げられた。 

◆ 公民館のあり方の検討 

施設に求められる役割や機能、サービス内容を研究し、公民館の管理運営方法につ

いて検討するとともに、利用状況を分析し、公民館のあるべき利用形態について検討

します。 

 

 

                                                   
1 平成 23～25年度の検討の概要は、資料編を参照。 

あり方の検討 あり方の見直し 
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（２）公民館の法的位置づけ 

公民館及び公民館運営審議会の趣旨は、法律により次のように位置づけられている。 

①公民館の目的及び事業内容に関する規定 

社会教育法第２０条においては、公民館の設置目的に関して、「公民館は、市町村その他

一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種事業を行

い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福

祉の増進に寄与することを目的とする。」と規定されている。 

また、社会教育法第２２条において、公民館の事業は、定期講座を開設すること、討論

会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること、図書、記録、模型、資料等を備

え、その利用を図ること、体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること、各種

の団体、機関等の連絡を図ること、その施設を住民の集会その他の公共的利用に供するこ

ととされている。 

公民館の設置及び運営に関する基準（平成１５年文科省告示第１１２号）では、公民館

は、地域の学習拠点としての機能の発揮として、講座の開設、講習会の開催等を自ら行う

とともに、必要に応じて学校、社会教育施設、社会教育関係団体、NPO、その他の民間団

体、関係行政機関等と共同してこれらを行う等の方法により、多様な学習機会の提供に努

めるとされている。 

②公民館運営審議会 

公民館運営審議会は、社会教育法第２９条で規定されており、公民館に公民館運営審議

会を置くことができる規定となっている。公民館運営審議会の役割は、館長の諮問に応じ、

公民館の各種の事業の企画実施につき調査審議を行うものとされている。当市の公民館運

営審議会においては、小平市立公民館条例第１５条、同条例施行規則第１１条に規定され

ており、委員の構成は、学校教育の関係者２人以内、社会教育の関係者１１人以内、家庭

教育の向上に資する活動を行う者２人以内、学識経験のある者２人以内、合計１７人以内

とされており、平成２５年度現在では１３人で構成されている。 

 

（３）公民館に対する認識の変化 

公民館は、昭和２１年７月５日付の文部次官通牒「公民館の設置運営について」を受け

て全国各地に設置され、長らく社会教育の中核機関として機能してきた。しかし、「公民館

の活用方策に関する調査研究報告書（平成 23 年 3 月）」では、その後の経済・社会の変化

に伴ってその事業内容が大きく変貌し、高齢者の趣味・教養のためのたまり場というイメ

ージが広がっていったということ。また、平成のバブル崩壊以降は、長らく日本経済が低

迷し、社会構造が変化していく中で、公民館の役割に対する疑問や厳しい目が寄せられる

ようになったという趣旨が述べられている2。 

 

                                                   
2 第 3章総括及び提言 
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（４）中央教育審議会における社会教育への期待 

平成２０年２月の中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策につ

いて」では、社会教育施設の今後のあり方について、次のように述べている。 

「住民の地域社会への貢献やコミュニティづくりへの意識を高め、地域独自の課題や公

共の課題に対応するなど、民間事業者等によっては提供されにくい分野の学習を支援する

ため公民館、図書館等の社会教育施設の機能強化が望まれる。 

社会教育施設は、行政が地域住民のニーズを把握し、主導的に学習機会を企画し、自ら

提供することができる地域の学習拠点である。これらの社会教育施設において、地域が抱

える様々な教育課題への対応、社会の要請が高い分野の学習や家庭教育の支援等、地域に

おける学習拠点・活動拠点としての取組みを推進することが必要である。」 

 また、平成２５年１月の中央教育審議会生涯学習分科会「第６期中央教育審議会生涯学

習分科会における議論の整理」では、社会教育行政が抱える課題として、次の指摘がある。 

・産業構造の変化、人口の大規模移動、都市化・過疎化、価値観の多様化など社会経済環

境が変化する中で、人々の生産と生活の場は分離し、地縁的な協働の必要性が減少した。

これにより、地域における人の繋がりや連帯感、支え合いの意識が希薄化し、若い世代の

加入率や参加率が低下するなど、地縁組織による伝統的な地域コミュニティ機能は低下し

た。一方でNPOやボランティア団体など、地域を限定することなく、特定の目的・テーマ

のもと活動を行う新たな地域づくりの担い手が登場し、その活動は急速に活発化してきて

いる。 

・地域コミュニティが変質する中で、地縁組織は、自ら活動や組織運営の在り方について

積極的に変革に取り組むとともに、NPOやボランティア団体など地域における様々な課題

について活動する組織と相互に連携を図っていく必要がある。また、伝統的な地域コミュ

ニティに大きく依拠してきた社会教育行政も、地域において一定の連帯感を創出すること

を支援し、地域づくりの担い手となる地域住民を育成する人づくりの役割を担うとともに、

社会全体が発展していく持続可能なシステムの構築を図っていくことが求められている。

しかしながら、いずれも、このような動きに対して十分対応できていないという現状が見

られる。 

・依然として多くの地方公共団体では、公民館等の社会教育施設における講座等の実施を

中心とした社会教育担当部局で完結した「自前主義」から脱却できないでいる。社会教育

行政は、学校支援地域本部や放課後子ども教室など学校教育との連携・協働については、

大きな成果をあげているものの、それ以外の領域については、多様な主体による社会教育

事業との連携・協働が必ずしも十分に行えていないという現状が見られる。 

今後、社会教育行政は、上記の課題に対応し、社会のあらゆる場において地域住民同士

が学びあい、教えあう相互学習等が活発に行われるよう環境を醸成する役割を一層果たし

ていくことが求められる。このため、社会教育行政は、従来の「自前主義」から脱却し、

小中学校への支援や社会教育施設間の連携の強化のみならず、首長部局や大学等・民間団

体・企業等とも自ら積極的に効果的な連携を仕掛け、地域住民も一体となって協働して取
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組みを進めていくという、いわば「ひらく・つながる・むすぶ・つくりだす」といった機

能を様々な領域で発揮するネットワーク型行政の推進を通じて社会教育行政の再構築を行

っていくことが強く求められる。 

これらの答申に見られる共通点として、公民館等の社会教育施設がこれまで以上に多様

な教育課題や行政課題について学習機会を提供するとともに、関係機関・団体と連携・協

力しつつ、地域の課題解決に向けた支援を行っていくべきものと解釈できる。また、協働

により取り組んでいった成果を地域へ還元していくことが求められている。公民館が協働

の拠点となり、地域を繋げていくコーディネーターとしての役割を担うことが期待されて

いる。 

 

２ 小平市の公民館を取り巻く課題 

（１）利用の低迷・利用者の固定化 

昭和２３年に小平公民館が現小平第一中学校に開館して以来、昭和４３年には「住民の

ために自由に開放し、生活課題、地域課題の解決を図る社会教育を行う機会と場所を提供

するところ」を公民館の基本方針として掲げ、地域住民の学習要求を満たすための取組み

を行ってきた。 

昭和４９年、現在の公民館分館にある利用者懇談会の原型である「公民館等利用者懇談

会」が誕生し、この頃から公民館で活動するサークルは、横の連絡会、協議会をつくるよ

うになった。 

しかしながら、社会環境の変化によって、地域社会の課題やニーズは変化している。高

度経済成長を背景に、地域における人の繋がりや連帯感、支え合いの意識が希薄化してい

き、当市においても地域コミュニティ機能は低下していったと考えられる。市民から余暇

生活を充実させたいといった要求へ変化していく中で、しだいに公民館事業は、趣味・教

養に関する講座等の提供が大半を占めるようになっていった。 

また、公民館利用団体は常に活動の場を求めており、公民館だけでなく、地域センター、

福祉会館、集会室など、他の公共施設を利用していることもうかがえる。利用者は、必ず

しも社会教育施設に固執していないことが推測できる。 
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下のグラフは、分館による定期利用団体とその中で利用者懇談会・友の会といった連絡

会に加入している団体の推移である。分館で定期利用をしている団体の概ね 6 割（過去 7

年間の平均で 58.3％）が利用者懇談会もしくは友の会に加入しているが、加入団体数はい

ずれも年々なだらかに減少している傾向がみられる。 

 

定期利用団体及び利用者懇談会・友の会の推移 

 

 

 

利用者懇談会等がある分館（小川、花北、上宿、上水南、仲町、小川西町、花南、津田）の加入数合計 

※過去７年の年度別集計 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

定期利用団体数 457 453 447 452 431 429 421 

利用者懇談会・友の

会加入数 
286 279 263 259 247 238 229 

加 入 割 合 62.6％ 61.6％ 58.8％ 57.3％ 57.3％ 55.5％ 54.4％ 

 

また、平成２３年度に実施した「小平市の教育に関するアンケート調査報告書」の２０

歳以上の市民の調査結果では、「公民館を利用していない」と回答された方が６８．３％で

ある。 

さらに、「第 18 回小平市政に関する世論調査（平成 24 年 7 月～8 月に実施）」において

も、公民館を「ほとんど又はまったく利用しない」と回答された方が６８．２％に及んで

いる。 

現状からみても、利用者は固定化、高齢化が進んでおり、趣味や教養のサークル団体が

多くを占め、社会教育施設としての性格が薄れ、部屋貸し施設としてのニーズや利用実態

0 

50 
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定期利用団体 

懇談会・友の会 
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が多くなってきている。地域住民の誰にとっても、必要な、役に立つ施設になることが求

められている。 

 

「問：市の公民館を利用していますか。」       「問：公民館を利用しない理由は何ですか。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小平市の教育に関するアンケート調査報告書より】 

 

（２）「自前主義」の運営体制 

公民館が主催する講座では、一部において家庭教育支援、NPOの協力、小・中学校等と

の連携による事業もあり、健康、防災、子育て、介護など他の公共分野を取り上げるもの

もあるが、多様な主体との連携・協働がまだまだ不十分であり、公民館内部だけで完結す

る、いわゆる「自前主義」からの意識の転換が不十分であるという反省がある。さらに、

事業のマンネリ化、硬直化が公民館離れを助長する要因の一つと考えられる。 

 

（３）施設の老朽化 

公民館は、昭和３９年に小平公民館（現仲町公民館）が設置されて以来、２年に１館の

ペースで、続々と建設されてきたが、近年、施設の老朽化に伴い、耐震対策等の安全・安

心な学習環境の提供が懸念されている。 

公民館は、生涯学習の拠点であると同時に、小平市地域防災計画による避難所として防

災上重要な建物であることから、平成２１年２月に策定された小平市耐震改修促進計画に

おいて、平成２７年度までに耐震化を完了する建築物として位置づけられている。また、

小平市環境基本計画に則り、小平市地域エネルギービジョン、エコダイラオフィス計画等

により、省エネ化を推進中である。 

今後、利用者の安全性・快適性に配慮した維持管理を行いつつ、長期的には公民館に求

められる施設サービスに応じた規模・機能を踏まえた計画的な対策を実施していく必要が

ある。他方、市では、平成２５年度に「公共施設データ集」をまとめた。平成２６年度に

は、「施設白書」を出し、市全体の公共施設マネジメントについて検討することとされてい

る。公民館においても、こうした動きと同期をとっていく必要がある。 
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３ 近年の特徴的な取組み 

（１）家庭教育支援 

子育て中の親の学習支援、親子だけの孤独な子育てからの開放、仲間づくりを目的とし

た学習の場の提供など、全館において家庭教育講座を開設している。 

これまで、乳幼児を持つ母親を対象とした子育てをテーマとするものが多く、夫婦・家

族関係、母親の心理、思春期の子育て、発達障がいの子どもへの理解、ベビーマッサージ、

親子向けヨガなど幅広い内容で取り組んでいる。内容によって乳幼児を持つ母親の学習へ

の参加が可能となる環境にも考慮し、保育付きで実施している。 

 

（２）高齢者学級の拡充 

地域における高齢者の学習・交流の機会を増やし、学習活動の地域還元を促進させるこ

とを目的として、中央公民館では、「シルバー大学」、分館においては「高齢者学級」を開

設している。 

中央公民館で実施する「シルバー大学」は、地域活動のリーダー的人材の育成・発掘を

行い、学習成果の地域還元を推進するものである。また、分館において実施する「高齢者

学級」は、地域の高齢者の参加を促し、地域高齢者の仲間づくりに力を入れ、地域活動に

結びつけることを目的としている。分館の「高齢者学級」については、平成２５年度から

新規事業として実施している。 

 

（３）地域防災講座 

関係機関と連携し、地域との関わりを深め、地域の状況に応じた防災講座を開設してい

る。平成２３年度からは、毎年１施設以上で実施している。 

平成２２年度：中央公民館 

平成２３年度：大沼公民館 

平成２４年度：中央公民館・鈴木公民館 

平成２５年度：中央公民館・津田公民館・小川西町公民館 

平成２６年度：鈴木公民館（予定） 

 

（４）公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム 

「地域社会における様々な現代的課題に対し、公民館等が行政の関係部局の垣根を越え、

関係諸機関と連携・協働して課題解決のため実施する地域独自の取組みを支援し、社会教

育を活性化することを通じて、地域のきずな、地域コミュニティの再生及び地域活性化を

図り、元気な日本を取り戻すことを目指す」として、文部科学省は「公民館等を中心とし

た社会教育活性化支援プログラム」を委託事業として実施している。 

次のテーマから選択し、実施するものである。 

①若者の自立・社会参画支援 

②地域の防災拠点形成支援 
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③地域人材による家庭支援 

④地域振興支援 

⑤その他地域の教育的資源を活用した地域課題解決支援 

小平市では、平成２５年度において、「地域の防災拠点形成支援」をテーマに取り上げ、

小平第十三小学区を対象に、小川西町公民館が中心となって講座や防災イベント等を実施

し、地域のネットワークづくりに取り組んだ。 

 

４ 公民館に求められる役割 

（１）小平市が目指す地域社会像 

少子高齢化社会を背景として様々な地域課題に柔軟な対応ができる持続可能なまちづく

りが必要になり、物質的な豊かさよりも精神的な豊かさや、互いに支え合う社会の実現を

目指していくことが求められている。 

真に豊かさを実感できる地域社会は、市民が責任ある地域の主体として、地域の様々な

課題を自ら解決していく地域自治であり、そのための支援が必要とされている。市内には

自治会、PTA、青少年対策地区委員会など、地域に根ざした活動組織は数多くある。また、

テーマ型の市民活動団体や、大学を含めた新しいコミュニティづくりへの挑戦も見受けら

れる。さらに、今後、団塊の世代が住んでいる地域に活躍の場を求める動きも予想される。 

今後、１人でも多くの方が地域の担い手となり、行政と支え合い、協力していく社会を

目指し、市の関連部署がさらに連携して小平市全体で地域の自治を支援していく必要があ

る。 

 

（２）「相互信頼の高い地域社会」の形成 

小平市では、地縁、血縁の関係が希薄化し、家族以外の人との交流が少なく、公共空間

への関心が低くなっている。自治会への加入率は３９．４％に低迷している。地域コミュ

ニティを必要としない人が多く見受けられるが、一方で防災、防犯、高齢者の見守り、子

育て、住みよい環境づくりなど、コミュニティを必要とする人も増えている。 

持続可能な地域社会を実現するためには、住民同士が互いに支え合う社会、個人が孤立

しない地域社会、相互信頼が高く、社会コストが低い社会をつくっていくことが必要であ

る。このことから、今後の公民館の目指す目標を、「学習活動を通じて、相互信頼の高い地

域社会の形成に貢献し、市民と行政の協働の拠点とする」とした。 

第２次行財政再構築プランでは、新たな政策的視点として、ソーシャルキャピタル（社

会関係資本）の醸成・蓄積が必要であり、市民と行政が共に公共サービスを担う体制の拡

充に向けて、市民活動の支援をはじめ、小平市の多様な担い手の相互信頼と自発的な協力

関係を生み出す交流・連携、そして、協働・自治の仕組みの開発と市民社会の活性化が求

められると述べられている。 

市民と行政が共に公共サービスを担う体制とは、公共的なサービスを行政が独占して提

供するのではなく、市民により解決できるものは「市民によるサービス」として、市民に
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より解決できないものは、「行政によるサービス」として、市民と行政が役割分担をするこ

とである。この体制を構築するため、地域協働の推進を図るとともに、地域協働の前提と

なる市民との情報共有や双方向のコミュニケーションを積極的に進めるものである。「公民

館のあり方」については、この体制を形成していく視点で検討を行ってきた。 

人口減少、少子高齢化が一層進む将来の地域社会においては、社会的孤立の進行を抑制

し、地域の支え合いにより持続可能な社会を維持していくことが求められる。 

 

（３）公民館におけるコミュニティづくりの視点 

公民館はかねてから市民が「集う」「学ぶ」「結ぶ」といった場としての役割を担ってい

るが、今まで以上にコミュニティづくりの役割を担うことが求められている。 

小平市第３次長期総合計画・こだいら２１世紀構想では、将来都市像を実現するため、

生涯学習分野において「誰もがいきいきと学び豊かな心を育むまちをめざす。」としている。 

豊かな心を育むまちとは、人と人とがつながって、自分の所属するコミュニティがあり、

安心して自分らしさが実現できるまちである。 

また、「小平市教育振興基本計画」においては、３つの教育目標の１つである「市民が支

える新たな生涯学習を実現し、次世代に引き継ぎます ～貢献 市民が小平を育てる」が

掲げられ、公民館の担うべき生涯学習の推進として、成熟化社会における生涯学習のかた

ちを実現するため、すべての学習活動において市民の主体性を尊重するとともに、学習活

動の成果の地域への還元を促進するため、機会・場の確保などの支援を行う方向性が示さ

れた。 

このような理念を実現させるためには、公民館が次の時代に向けた大きな再構築を行っ

ていくことが必要である。その視点として以下の３点を挙げる。 

①個人の教養を高めるとともに、コミュニティづくりを進める公民館の機能を重視する。 

公民館における学習は、単に個人の資質を高めることにとどめず、コミュニティの資

質を高め、個人とコミュニティの資質向上の相互作用によって地域が発展していくこと

を目指して展開されることを目的とする。 

②一般的な知識・教養を地域あるいは個々の生活の課題と関連づけ、実践に結び付けて

いく。 

取り上げるテーマは身近な地域における共通の生活課題として共有できるものとし、

その課題の解決が生活の質を高めるまちづくりにつながり、心の豊かさを実現できるこ

とを目的とする。 

③地域の人材養成、ネットワークづくり、コミュニティづくりの基盤を整備する。 

団塊の世代が高齢者になり、地域に様々な技術や能力を持った市民が存在する。こう

した方々が地域を理解し、地域に関心を持つ場を設け、コミュニティの課題に取り組む

人材の育成を図り、地域自治の担い手を育成することを目的とする。 

 

コミュニティづくりの視点は、そもそも公民館の機能としてあったにもかかわらず、現
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状は個人の趣味や教養の講座が多いのは、公民館職員にとって人集めと講座の実施を考え

た場合、趣味・教養のテーマとした方が一定の受講者を確保できるという心理が働いてい

ることにも原因がある。 

公民館の講座で地域課題等のテーマを取り上げても、受講者を集めることが難しく、そ

のようなことに関心のある利用者は少ない。趣味や教養といった内容である方が、より手

軽に短期間で楽しく自己実現が可能であることから、こういったニーズが高い。 

公民館を利用しているサークルにもその傾向があり、活動を地域に還元することを目的

として活動しているものばかりでなく、多くはサークル活動を楽しむこと自体が活動目的

となり、趣味・教養の範囲にとどまっている。 

公民館がカルチャーセンターと異なるのは、その利用が社会教育を目的とした団体活動

であり、公民館での学習を地域社会の課題解決に還元することが前提とされているところ

にある。コミュニティづくりの視点で公民館事業を進めるには、職員だけでなく、利用者

の理解も必要となる。講座受講者やサークルが学習の成果を地域に還元するかどうかは、

講座受講者やサークルの判断に委ねられるものである。 

公民館の機能は、右肩上がりの成長社会の終焉、成熟社会の到来に伴い、再び、より身

近なテーマに基づく実業的、実践的なものに「回帰」していくものと捉えている。 

公民館は学習施設としてだけではなく、地域のコミュニティづくりの拠点として機能す

る施設と位置付け、互いに支え合う社会の実現を目的とする組織に転換していくことが望

まれるものである。 

 

（４）地域連絡会との関係 

平成２４年度から、学園西町地区において地域連絡会が開催され、将来的には地域協議

会として発展することを構想した取組みが進んでいるところである。また、平成２６年度

には学園東町地区においても、地域連絡会が立ち上がる予定である。 

公民館における地域コミュニティ醸成の取組みは、これと併行して行うことが妥当であ

る。現在、地域連絡会では自治会、商店会、学校、青少年対策地区委員会などの関係者が

参加して地域の課題の検討や市からの情報提供などが行われている。公民館も地域社会の

人材育成を担う観点から、今後、地域連絡会に参加し、連携した取組みを講じていく。 

 

（５）推進上の留意点 

①コミュニティづくりへの着手 

公民館におけるコミュニティづくりは公民館ありきの生き残り策ではないことが前提で

ある。 

②コミュニティづくりの視点 

利用者、公民館職員等の関係者がその趣旨を正しく理解し共通の意識を持つことが重要

である。その実践のために工程表を作成し、工程表に基づき事業を展開していくものとし、

その内容についての評価、点検を行う。 
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③従来の機能とのバランス 

趣味や教養の講座や、多種多様なサークルへの支援や相談といった、従来の機能を維持

しながら、徐々に転換を図っていく。 

④関係機関との連携 

利用者、公民館運営審議会、社会教育委員、地域住民等の意見を聴きながら進めていく。

また、これまでにない多様な主体との連携を図っていくべきと考える。 

公民館を中心に、関係機関と定期的な話し合いの場を設ける。 

⑤公民館職員のエンパワーメント 

地域コミュニティの拠点におけるコーディネーターとして活動が期待されることから、

資質向上、体制整備など必要な対策を検討する。必要な見識を養うとともに、専門的なス

キルを向上させるため、定期的に研修等を実施する。3 

 

５ 今後の実施体制 

（１）緩やかな地区割り 

公民館の目標を受けて、相互信頼の高い地域社会に貢献するため、１１館ある公民館の

それぞれが対象とする地域を緩やかであっても決めておく必要がある。 

その方策として、まず、お互いを知るため一定区域を決め、その地域内での「顔の見え

る」関係を築き、お互いの助け合いが日常的に行われる地域社会を形成する。 

一定区域については、地域の共同体的機能がある程度、すでに形成されていることから、

小学校区として以下のとおり担当地区を定めておくことが適当である。 

≪担当地区（案）≫ 

上宿公民館 第十二小学校・上宿小学校 

小川公民館 第一小学校 

小川西町公民館 第六小学校・第十三小学校 

中央公民館 第十五小学校 

津田公民館 第四小学校 

仲町公民館 第二小学校・第十四小学校・学園東小学校 

上水南公民館 第三小学校・第十小学校 

鈴木公民館 第八小学校・第九小学校・鈴木小学校 

大沼公民館 第七小学校 

花小金井北公民館 第十一小学校 

花小金井南公民館 第五小学校・花小金井小学校 

 

 

                                                   
3 公民館運営審議会では、公民館職員について、地域との関わりを深めることがこれからの

取組みを進める上で最も重要で人と人を結ぶ役割を担っていくべきであるとの意見があっ

た。 
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小平市の小学校区は、平成２６年度から市内１９校全校で放課後子ども教室が実施され、

地域の方々の参画を得て、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づ

くりが推進されている。また、１９の小学校区で青少年対策地区委員会が組織され、家庭・

学校・地域が一体となって、青少年の健全育成を図ることを目的とした活動を行っている。 

さらに、学校経営協議会制度（コミュニティ・スクール）、学校経営協力者制度、学校支

援ボランティアが実施されており、家庭・学校・地域が互いを育て合い、子どもを支える

ことを教育の目標としている。小平市は、こうした取組みが地域づくりの基盤を形成して

いることから小学校区であることが適当である。 

 

（２）公民館職員の役割 

相互信頼の高い地域社会を形成するためには、公民館が自治会、自主防災組織、学校長、

民生委員、NPOなど地域のリーダーと「顔の見える」関係を築くことが必要となる。 

公民館を利用しているサークルや公民館利用者とつながることはもとより、庁内の他部

署の情報等も活用して地域のリーダーと顔見知りになり、会話の機会を設け、地域の情報

や課題を収集する。公民館が公民館利用者だけのものではなく、地域の相互信頼を築くた

めの学習施設となるため、地域のリーダーと公民館利用者との連携を推進し、地域に役立

つ公民館を目指していく。 

地域のリーダー等との継続的なつながりを維持するため、公民館の事業を活用する。公

民館の事業を通じて、市民らが自分たちの地域の課題を、自分たちで解決していくという

意識を持つ人材を発掘する講座を企画していく。 

 

（３）公民館事業企画委員会等の設置 

地域のリーダーとの継続的なつながりと地域住民の意向を適切に反映した公民館運営を

行うための機関として、地域のリーダーと公民館利用者の代表から構成される公民館事業

企画委員会を各館に設置する。 

企画する項目を例示すると以下のとおりである。 

①生活課題・地域課題に取り組む人材の育成・発掘を推進する講座の企画 

②サークル活動による学習成果を地域に還元するための事業の企画 

③乳幼児から高齢者まで多様な住民が関わる異世代間交流など、地域づくりにつながる

活動の企画 

④住民の意向や意見を聴取する機会の設定 

⑤幅広い地域住民が気軽に集まり、地域情報が集まる総合的な地域づくりの拠点として

の役割を実現するための取組み 

⑥地域社会資源との連携を推進するための取組み 

 

公民館事業企画委員会の制度を設けることにより、市民と行政との協働の拠点となる公

民館は、市民と職員にとって、それぞれ次のような意味を持つ場として機能することがで
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・自治会        ・地域包括支援センター 

・自主防災組織     ・社会福祉協議会地区担当 

・学校長・副校長    ・商店会 

・青少年対策地区委員会 ・NPO        

・民生委員児童委員         など 

 

きる。 

・市民にとっては、職員との関わりを通じて、公民館運営から講座学習・自発的学習を

有効に生かす場となる。 

・職員にとっては、多様な市民との関わりから、様々な課題を分析することや、課題解

決に向けた方策を検討。実施するといった、コミュニケーション能力と政策立案能力を

身につける研修の場となる。 

 

さらに、発展的な形としては、公民館事業企画委員会に所属する企画委員のうちから、

企画委員会が企画した公民館事業を職員と協働して運営を担う企画実行委員を選任し、公

民館事業企画実行委員会を組織する。 

選任された企画実行委員は、定期的に職員との話し合いの場を設け、公民館で主催する

事業において、市民が運営に携わっていく。4 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4 このことについて、公民館運営審議会では、市民による運営を実践している藤沢市への視

察を行ったが、仮に市民に運営を「丸投げ」された場合には、一部市民による独占や私物

化などを懸念する声があった。また、指定管理者制度の導入については、利益追求型に陥

る心配から慎重な対応を望む意見があった。 
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公民館事業企画実行委員会 

市 民 

公民館事業企画委員会 

公民館運営審議会 

公民館利用者 

諮問 

答申 

運営 

連携 

選出 

参加 

参加 

助言・援助 報告 

・利用者懇談会代表者 

・公民館友の会代表者 
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（４）中央公民館と分館の役割 

中央公民館と分館については、それぞれ次のような役割を担っていく。 

①中央公民館の役割 

・分館と連絡調整を図り、生涯学習の拠点として公民館 11 館の中核的な役割を担い、分

館と同様に担当地区を持って、公民館事業企画委員会と共に地域リーダーの発掘や地域課

題の解決に向けた取組みを行っていく。 

・指導者養成などの広域的な事業を実施するほか，当該地域を網羅する各種の学校情報の

収集・整理・提供や学習相談の機能を充実させる。 

・中央公民館の施設だけに留まらず、他の施設に出向く出前事業的な取組みを行っていく。 

・多様な課題に対して年代別に対象者を定め、市民からのニーズを捉えつつ、地域資源を

活かした講座を企画し、学習成果をより一層地域に還元できる取組みを行う。効果的な内

容については、分館へのフィードバックを行う。 

②分館の役割 

・担当地区を持って、公民館事業企画委員会と共に地域リーダーの発掘や地域課題の解

決に向けた取組みを行っていく。 

・自治会、自主防災組織、学校長、民生委員、NPOなど地域リーダーの定期的な話し合

いの場を設け、日頃から顔の見える関係をつくっていく。（テーマ型の公民館から、地縁

型の公民館へ） 

・趣味や教養の講座と地域資源を活かした講座をバランスよく企画し、地域の仲間づく

りを強化していく。学習成果をより一層地域に還元できる取組みを行っていく。 

 

６ 今後のスケジュールについて 

平成 23 年度から平成 25 年度まで、「公民館のあり方の検討プロジェクト」を立ち上げ、

当該あり方の方向性をまとめてきたが、平成 26年度から新たに「公民館のあり方の見直し

プロジェクト」を立ち上げ、3ヵ年にわたって検討してきた内容を実行に移す。 

公民館事業企画委員会を平成 26年度から 2年以内に定着させ、公民館事業企画実行委員

会と共に公民館事業の運営に取り組む。 

 

 26年度 27年度 

あり方見直しのプロジェクト                         

地域リーダーとの関係づくり                         

モデル分館による実証実験                         

公民館事業企画委員会の設置                         

公民館事業企画実行委員会の設置                         
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７ 将来的に目指す方向性 

公民館の目標を「学習活動を通じて、相互信頼の高い地域社会の形成に貢献し、市民と

行政の協働の拠点とする。」とした。相互信頼の高い地域社会とは、自分たちの地域に愛着

を持ち、地域のために考え行動し、地域で生まれ育つ次の世代のために貢献する人が地域

に溢れている社会である。地域における人間関係の希薄化によって生じる様々な地域課題

を解決するために相互信頼の高い地域の形成を進めていくものである。よって、相互信頼

の高い地域社会の形成は行政の組織として公民館のみが担うものではない。相互信頼の高

い地域社会の形成への取組みは、教育委員会のみならず首長部局でも行われており、少子

高齢化という社会環境の変化を受けて、全庁的な取組みが必要であり、様々な地域資源と

の連携も必要である。今後、公共施設の建て替えによる機能の集約が求められる状況の中

で、より効果的効率的な取組みが求められることから、社会教育行政の再構築も視野に入

れながら、公民館的機能を活かした事業の展開を考えていく必要がある。 

 

（１）市民による管理運営 

住民が自ら学習課題を発掘し、それを学習として組織化し解決し、繋げていくことを主

体的に行うことができる場が、公民館のあるべき姿である。行政と市民の協働による運営

が定着後には、より市民が主体となる公民館運営について検討していく。 

 

（２）成熟化社会にふさわしい事業への展開 

「相互信頼の高い地域社会」の形成に貢献することを公民館の目標としたことから、地

域社会資源との連携や首長部局との連携をより一層進め、社会教育の「自前主義」からの

脱却を目指すこととした。このことは、将来的には、市民協働、まちづくり、地域づくり

の施策と一体性を持たせ、より効果的効率的な事業の実施が求められる。そのためには、

公民館的な機能を維持しつつ、成熟化社会にふさわしい、より柔軟で自由度の高い事業の

展開も視野に入れておく必要がある。5 

 

（３）建て替え等による機能の集約 

施設が老朽化していく中で、耐震改修や大規模改修も想定されるが、１１館ある公民館

を全て維持していくためには、莫大な費用が必要とされる。今後、施設を維持していくた

めには、より効率的な運営が求められる。平成２６年度には、仲町公民館が仲町図書館と

の合築により、リニューアルオープンする。これ以降、現時点において、公民館を建て替

える計画は無いが、今後、老朽化した公民館を建て替える場合には、他の公共施設との役

割・機能の調整を図り対応していくことになる。 

このことは、市全体の公共施設のマネジメントとして、現在検討されており、平成 26年

                                                   
5 現在の公民館の利用者の多くは、社会教育法に基づく施設であるかどうかの意識はあまり

高くないと思われる。しかし、社会教育法に基づく社会教育施設としての存在意義を強調

する立場もあり、十分な議論が必要である。 
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度に施設白書、27年度に方針、28年度に計画が策定される予定である。 
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